
第７３期事業報告・抜粋 （平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

１． 会社の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果

＜企業業績＞

　当期におけるわが国経済は、新興国経済の減退により一部輸出等で弱い動きはあったも
のの、企業の収益性や雇用・所得環境の改善が見られ、設備投資も底固く推移して全体的
に緩やかながら回復基調が続いています。然しながら、年度末にかけて株安・円高傾向で
推移し、先行きに不透明な状況となっています。
　当社の属する建設業界においては、東日本大震災以降増加傾向にあった政府建設投資が
減少に転じましたが、民間設備投資は企業業績の回復から堅調に推移しました。建設物価
の上昇には一部沈静化が見られましたが、技術者及び建設労働者の人員不足には歯止めが
掛からず依然注視が必要な状況が続いています。
　このような環境下にあって当社は、グループ企業との連携強化、海外事業への取り組み
強化、重点分野及び得意分野への選択と集中を図り受注高並びに利益の確保に努めました
結果、当期業績は以下のとおりとなりました。

　先ず受注高は、建設部門８０７億３千万円に開発部門５千万円を加えた８０７億８千万
円（前期比25.2%増）であり、１６２億５千万円の増加となりました。建設部門受注高の
工事別割合は、土木工事62.3%、建築工事37.7％、発注者別割合は、官公庁64.1％、民間
35.9％となりました。

  次に売上高は、完成工事高７３０億円に開発部門売上高５千万円を加えた７３０億５千
万円（前期比13.3%増）であり、８５億７千万円の増加となりました。完成工事高の工事
別割合は、土木工事46.5%、建築工事53.5％、発注者別割合は、官公庁56.7%、民間43.3%
となりました。

  利益につきましては、営業利益は１８億５千万円であり、前期に比べ５億６千万円の増加
となりました。経常利益は１４億７千万円であり、前期に比べ２億６千万円の減少、当期純
利益は繰延税金資産計上による法人税等調整額により３１億７千万円となりました。

（注）本文中の記載金額は、全て千万円未満を切り捨てて表示しています。

＜当期における受注高、売上高及び繰越高＞

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（２）対処すべき課題

　建設投資の減少、技術者・建設労働者不足など厳しい経営環境が続く中、新たに平成２８

年度をスタートとする経営三カ年計画を策定し、会社の永続的な発展を実現するため経営基

盤の強化に注力いたします。

　そのために、人材の確保と育成を中心に技術の伝承、技術開発力の強化並びに海外への取

り組み強化を推進いたします。また優良得意先との関係の深耕、新規顧客の開拓、グループ

企業との連携強化により事業環境の変化に迅速かつ的確に対応し、受注高と利益の確保に努

めます。
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（３）直前３事業年度の財産及び損益の状況の推移

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（注）２．１株当たり当期純利益は切り捨て前の当期純利益を期中平均発行済株式数で除して

　　　　　算出しています。（銭未満四捨五入）

（４）主要な事業内容

　当社は、建設業法に基づく特定建設業者として国土交通大臣許可(特-２４)第１７００号

の許可を受け、土木工事業、建築工事業並びにこれらに関連する事業を行なっています。

　また、宅地建物取引業者として国土交通大臣免許(13)第８０２号の免許を受け、不動産

取引及び住宅地等の開発事業を行なっています。

（５）主要な借入先（平成28年3月31日現在） 該当事項はありません。

（６）重要な親会社及び子会社の状況

　当社は株式会社ＮＩＰＰＯの連結子会社であります。また、同社の親会社であるＪＸホー

ルディングス株式会社の連結子会社でもあります。

　また、当社の経営に重要な影響を及ぼす子会社はありません。

（親会社等との間の取引に関する事項）

　当社は、親会社等との取引に関して個別工事毎に工事内容等を勘案して取引条件を決定

しています。これらの取引は取締役会等が市場実勢価格や当社の社内規程に基づき、親会

社等から独立して最終的な意思決定を行っており、当社の利益を害することは無いと取締

役会は判断しております。

（７）主要な事業所及び従業員の状況（平成28年3月31日現在）

（イ）主要な事業所

本　　店 岐阜市宇佐南１丁目３番１１号

東京本社 東京都新宿区西新宿６丁目１６番６号

支　　店 東北支店（仙台市）、千葉支店、東京支店、

横浜支店、名古屋支店、北陸支店（富山市）、

大阪支店、中四国支店（広島市）、

九州支店（福岡市）、海外支店（東京都新宿区）

国内　 岩手営業所ほか１０ヶ所

海外 カイロ営業所（エジプト）ほか４ヶ所

純資産

67,246

85,341

経常利益

(百万円)

3,172

第72期

64,479

12円38銭

(百万円)

(百万円)
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79円32銭
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売上高

80,785
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(百万円)

(百万円)

17円87銭
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1,744

営 業 所

受注高
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17,26515,27614,174

57,62754,21547,088総資産

１株当り
　当期純利益

495

第70期区　　分

(百万円) 72,034

当期純利益

29円22銭
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（ロ）従業員の状況

(注)　1.従業員数は( )内に内書きで記載した期末の臨時従業員数を

　　　　含む人数を記載しています。

      2.平均年齢、平均勤続年数は臨時従業員を除く従業員の状況

　　　　 を記載しています。

２． 会社の株式に関する事項

（１）発行可能株式の総数 株

（２）発行済株式の総数 株

（３）株主数 名

（４）大株主

(注）1. 当社は近鉄ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社の株式 3,631,697株を保有しています。

３． 会社役員に関する事項（平成28年3月31日現在）

（注）１．取締役 上坂　光男、井上　勝、前田　健一は、平成２７年６月２４日開催の定時株主総会に

おいて新たに選任され就任しました。

２．取締役 森川　英憲氏、松下　武氏、橋本　祐司氏は、平成２７年６月２４日退任しました。

４． 会計監査人の状況

会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

建築本部長

株式会社ＮＩＰＰＯ内部統制部長

株式会社ＮＩＰＰＯ企画課長

管理本部長

環境安全、ＩＳＯ担当

取締役

従業員数

 上  坂  光  男

近鉄関連営業担当

15.0

6

    議決権比率（％）

平均年齢 平均勤続年数

歳 21.9

氏    名

2,000,000 5.0

前期末増減

6,000,000

        (△9)

160,000,000

78.5

会社における地位

40,000,000

         持株数（株）

4

代表取締役社長

758

   株    主    名

　株式会社ＮＩＰＰＯ

　近鉄ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社

1.5

 目加田　忠　則

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

取締役会長

31,400,000

　株式会社十六銀行

  担当又は他の法人等の代表状況

取締役

監査役

 小  島  正  輝

監査役（非常勤）

取締役

取締役（非常勤）

 大  島  哲  郎

 前  田  健  一

 神  山　    誠

    　(89)
年人

代表取締役

 山　田　　　洋

 井  上      勝

人増 47.5

取締役
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 仁  木      勇 土木本部長

600,000

 佐　藤　博　樹



５． 内部統制

会社法第３６２条第４項第６号に規定する体制の整備について以下の通り決議しています。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 取締役は、法令、定款、当社の企業行動規範、役員内規（服務）に従い業務執行にあたる

とともに、必要に応じ外部の専門家を起用し法令定款違反行為を未然に防止する。

取締役が他の取締役の法令等違反行為を発見した場合は、直ちに取締役会及び監査役に報

告するなどガバナンス体制を強化する。

② コンプライアンス委員会は、当社のコンプライアンス活動をＣＳＲ委員会に報告し、社長

はその諮問に基づき、法令遵守の徹底を図る。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係わる文書（電磁的記録を含む。）の取扱いは、文書管理に関する社

内規程を整備し、作成、保管、廃棄等の取り扱いを明確にする。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な影響を及ぼすおそれのある損失の危険をトータルかつ適切に認識・評価する

ため、リスク管理に関する規程を設け、事業リスクその他の個々のリスクに対する基本的

な管理システムを整備する。また、その運営により、重大リスクの未然防止、再発防止、

迅速な対応に資するとともに、法令改正等、事業環境の急激な変化への対応を図る。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は、経営の執行方針、法令の定められた事項、その他経営に関する重要事項を決

定し、業務執行状況を監督する。取締役会は月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時

に開催するものとする。

② 取締役によって構成される経営会議を設置し、業務執行に関する個別経営課題を協議する。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① ＣＳＲ委員会は、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、その下部組

織であるコンプライアンス委員会（本社・統括支店に設置）において、コンプライアンス

体制の維持を図ることとする。

② コンプライアンス委員会は、定期的に遵法状況点検を実施し、日常的な職務が法令および

定款に適合していることを確認する。

③ 使用人に対して必要な研修を定期的に実施する。また、関連する法規の制定・改正、当社

で重大な不祥事、事故が発生した場合等において速やかに必要な研修を実施する。

④ 公益通報者取扱規程により、内部通報制度の整備徹底を図る。

（６）当会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適性を確保するため

の体制

① 「ＪＸグループ経営理念」および「ＮＩＰＰＯ企業理念・行動指針」を浸透し、徹底する。

② 「ＪＸグループ共通規程」および「ＮＩＰＰＯグループ共通規程」を共有し、遵守する。

③ 近鉄グループホールディングス策定の「グループ経営管理規程」を共有し、遵守する。

④ ＮＩＰＰＯグループＣＳＲ委員会の活動を通じて、企業集団としてのコンプライアンス体制

の統一を保つ。

⑤ 子会社において内部統制責任者を選任し、当社所管部と連携の上、事業の総括的な管理を

行う。
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（７）監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

① 監査役は、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めることができる。

② 監査役は、補助者の懲戒処分及び人事異動に意見を述べることができる。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制、

並びに監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 経営会議協議事項およびその他経営上重要な事項は、監査役に報告すべき事項とする。

② 監査役は、社長、監査法人との意見交換会を適宜開催する。

（９）反社会的勢力の排除に向けた体制

① 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係を持たず、

その不当要求に対しては、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

② 反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、直ちに警察等関連機関と連携し対応する。
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百万円 百万円

50,758 32,100

現金預金 10,893 支払手形 2,245

受取手形 121 電子記録債務 8,300

電子記録債権 669 工事未払金 12,546

完成工事未収入金 28,254 未払金 964

未成工事支出金 5,960 未払費用 692

未収入金 3,445 未払法人税等 514

繰延税金資産 1,223 未成工事受入金 6,287

その他 211 完成工事補償引当金 176

 貸倒引当金 △ 22 工事損失引当金 92

その他 280

6,868

5,301

1,425

建物・構築物 951 退職給付引当金 5,186

機械・運搬具 17 資産除去債務 7

工具器具・備品 11 その他 107

土地 359

リース資産 14 37,402

建設仮勘定 72

75

19,060

5,366 資本金 2,000

投資有価証券 2,544 資本剰余金 4,322

関係会社株式 1,666 　資本準備金 4,322

長期未収入金 468 利益剰余金 12,737

繰延税金資産 1,059 　その他利益剰余金 12,737

その他 195 　　繰越利益剰余金 12,737

 貸倒引当金 △ 568

1,164

その他有価証券評価差額金 1,164

　

20,224

57,627 57,627

評価・換算差額等

     第　７３　期　貸　借　対　照　表

（平成２８年３月３１日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

固定資産

純　資　産　の　部

無形固定資産

有形固定資産

固定負債
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　　純　資　産　　計

資　　産　　合　　計 負債・純資産　　合　　計

流動資産 流動負債

　　負　　債　　計

投資その他の資産

株主資本



完 成 工 事 高 73,004

開 発 部 門 売 上 高 50 73,055

完 成 工 事 原 価 68,060

開 発 部 門 売 上 原 価 47 68,107

完 成 工 事 売 上 総 利 益 4,944

開 発 部 門 売 上 総 利 益 3 4,948

3,096

営　業　利　益 1,851

受 取 利 息 ・ 配 当 金 59

為 替 差 益 142

そ の 他 19 221

支 払 利 息 8

前 受 金 保 証 料 53

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 529

そ の 他 3 594

経　常　利　益 1,477

特別利益

固 定 資 産 売 却 益 3

会 員 権 償 還 益 12 15

特別損失

固 定 資 産 除 却 損 37 37

　　　税引前当期純利益 1,456

　　　法人税住民税事業税 803

　　　法人税等調整額 △ 2,519 △ 1,716

　　　当期純利益 3,172

販売費及び一般管理費

営業外費用
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     第　７３　期　損　益　計　算　書

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

百万円 百万円

売上原価

営業外収益

売上高

売上総利益



株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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12,737 19,060 1,164 20,224当期末残高 2,000 4,322

3,072

株主資本以外の
項目の当期変動

当期変動額合計

2,000 4,322 9,664

当期純利益

△ 100 △ 100

3,172

当期変動額

△ 113

3,072

評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

△ 113 2,959

17,2651,278

△ 113

その他利益剰余金
その他有価証券

評価差額金

3,1723,172

△ 100

15,987

資本金

資本剰余金 利益剰余金

剰余金の配当

株主資本

当期首残高

資本準備金 繰越利益剰余金
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